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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第69期

第２四半期
連結累計期間

第70期
第２四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日

至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日

売上高 （百万円） 6,246 6,149 13,672

経常利益 （百万円） 502 386 1,429

四半期（当期）純利益 （百万円） 265 192 878

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 178 315 925

純資産額 （百万円） 9,747 10,611 10,494

総資産額 （百万円） 16,195 16,178 16,769

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 13.39 9.68 44.30

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.2 65.6 62.6

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 1,169 619 1,470

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △351 △206 △725

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △330 △353 △557

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（百万円） 2,956 2,716 2,657

　

回次
第69期

第２四半期
連結会計期間

第70期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日

至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.37 9.36

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

　　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

　　ている事業の内容について、重要な変更はありません。

　　　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び関係

会社）が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日～９月30日）におけるわが国経済は、いわゆるア

ベノミクス効果により円高が是正されるなど、輸出中心の企業は回復基調にあるものの、中国を始

めとする新興国の経済減速、米国の財政問題に端を発した景気の下振れ懸念など、依然として先行

き不透明な状況で推移いたしました。

　当計測器業界においても、大型の設備投資には依然慎重な傾向が続いているほか、中堅・中小企

業を含めた国内製造業全体の業況改善を実感するまでには至らず、回復までには未だ道半ばの状況

に止まりました。

　このような需要環境の中で当社グループは、受注が先行するなど業況好転の兆しはあるものの、

売上高は微減、損益面では第１四半期における「高原価受注品の集中」「不動産賃貸事業の本社隣

接ビル解約」といった収益減をカバーすることができず、減収・減益の止むなきに至りました。

一方、経営改革運動の一環として推進している上期黒字化運動は８期（８年）連続達成、また、

単月黒字化運動は平成21年９月からこの平成25年９月まで49ヶ月連勝と記録を更新することが出来

ました。これらに象徴されるとおり収益性の改善と安定化が見られるほか、更に第２四半期後半か

らは引き合い件数浮揚の気配を実感、新たな営業管理手法の導入を図るなど、更なる積極的な営業

活動を展開し、成約率の向上に万全を期していくことにしております。従いまして、第３四半期以

降もこれらの諸施策を強力に推進することにより、通期においては経営数値目標を達成する見込み

であります。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高6,149百万円（前年同期比1.5%減）、営

業利益349百万円（前年同期比23.2%減）、経常利益386百万円（前年同期比23.1%減）、四半期純利

益192百万円（前年同期比27.7%減）となりました。
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計測機器事業

当事業の業績は、売上高6,075百万円（前年同期比0.4%減）、セグメント利益672百万円（前年同

期比1.9%減）となりました。

① 環境・プロセス分析機器

この分野は、主として基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道排ガス用分析計、ボイ

ラー水用分析装置、上下水道用分析計、環境用水質分析計、石油用分析計等であります。

国内市場では、大型の民需設備投資に依然として慎重な状況が続き基本プロセス計測器が低迷

しているものの、第２四半期に入り環境用水質分析計及び環境用大気測定装置の大型入札物件の

落札を始め官公需を中心とした需要環境が改善し、売上アップに貢献しました。

海外市場は、中国向けの環境用水質分析計が引き続き好調であったほか、韓国において上下水

道用分析計の大型案件を獲得するなど、前年同期に比べ大幅に業績が改善しました。

しかしながら、全体としては、回復基調にあるものの本格的な需要環境の好転には至っておら

ず、前年同期並の結果となりました。

　
② 科学分析機器

この分野は、主としてラボ用分析機器、ポータブル分析計、医療用機器等であります。

ラボ用分析機器・ポータブル分析計は若干の減少となりましたが、医療用機器においては引き

続き透析関連設備向け「透析用粉末薬剤溶解装置」が好調に推移し、全体としては、前年同期並

の結果となりました。

　
③ 産業用ガス検知警報器

この分野は、バイオニクス機器株式会社が製造・販売する産業用ガス検知警報器であります。

国内市場は、前年同期並みの業績を確保しましたが、海外市場においては、主力の半導体市場

において前年同期にあった韓国向け大型特需を補填するまでには至らず、全体としては、前年同

期を15.3%下回る結果となりました。

　
④ 電極・標準液　⑤ 保守・修理　⑥ 部品・その他

この分野は、前記①(環境・プロセス分析機器)、②(科学分析機器)の分野における全製品群の

補用品類、現地調整・定期点検及び修理、リペアパーツ等に該当するものであります。

需要環境は回復基調で推移しておりますが、⑥（部品・その他）の分野が前年同期を若干上

回ったものの、全体としては、前年同期並の結果に止まりました。

　
不動産賃貸事業

東京都新宿区の本社に隣接して賃貸ビル１棟、埼玉県狭山市に貸店舗１棟ほかを所有し、不動産

賃貸業を行っております。

当事業の業績は、この平成25年５月末をもって本社に隣接する賃貸ビルのテナントが退去したこ

ともあって大幅な減収減益となり、売上高74百万円（前年同期比49.8%減）、セグメント利益33百万

円（前年同期比70.6%減）となりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ591百万円減少の16,178百万円と

なりました。これは、たな卸資産が247百万円、投資有価証券が190百万円それぞれ増加し、受取手形及

び売掛金が1,060百万円減少したことなどによるものであります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ708百万円減少の5,566百万円となり

ました。これは、支払手形及び買掛金が244百万円、未払法人税等が99百万円、その他が176百万円それ

ぞれ減少したことなどによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ117百万円増加の10,611百万円と

なりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローによ

り、前連結会計年度末に比べ、58百万円増加し2,716百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、619百万円の収入（前年同期1,169百万円の収入）となりまし

た。内訳の主なものは、税金等調整前四半期純利益386百万円、減価償却費183百万円、売上債権の減少

額1,052百万円、たな卸資産の増加額247百万円、仕入債務の減少額244百万円、法人税等の支払額301百

万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、206百万円の支出（前年同期351百万円の支出）となりまし

た。内訳の主なものは、有形固定資産の取得による支出143百万円、無形固定資産の取得による支出60

百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、353百万円の支出（前年同期330百万円の支出）となりまし

た。内訳の主なものは、借入れによる収入270百万円、借入金の返済による支出382百万円、配当金の支

払額198百万円であります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費238百万円は全て計測機器事

業であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成25年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 19,880,620 19,880,620
東京証券取引所　　
（市場第一部）

株主としての権利内容
に制限のない株式で、
単元株式数は100株で
あります。

計 19,880,620 19,880,620 － －

　(注)　当社株式は、平成25年10月31日で東京証券取引所市場第二部より同市場第一部銘柄に指定されております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式総

数増減数(株)

発行済株式総

数残高(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増

減額(百万円)

資本準備金

残高(百万円)

平成25年９月30日 － 19,880,620 － 1,842 － 1,297
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(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ハック・カンパニー

 

（常任代理人　香港上海銀行

東京支店）

5600 Lindberg Drive, Loveland, CO 80539

The United States of America

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）
6,659 33.49

山下　直 東京都渋谷区 1,341 6.75

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 1,050 5.28

岡部　由枝 東京都墨田区 518 2.61

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内1-3-3 512 2.58

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 446 2.24

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 419 2.11

佐々木　輝男 東京都世田谷区 393 1.98

東亜ディーケーケー社員持株会 東京都新宿区高田馬場1-29-10 348 1.76

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1-2-1 259 1.30

計 ― 11,947 60.11

　

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】
平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

－
株主としての権利内容
に制限のない、標準と
なる株式

　普通株式 47,300

　 　

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,824,000 198,240 同上

単元未満株式 普通株式 9,320 － 同上

発行済株式総数 　 19,880,620 － －

総株主の議決権 　 － 198,240 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権40個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

　

②　【自己株式等】
平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東亜ディーケー
ケー株式会社

東京都新宿区高
田馬場1-29-10

47,300 － 47,300 0.24

計 － 47,300 － 47,300 0.24

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,698 3,757

受取手形及び売掛金
※１, ※２ 5,390 ※１ 4,329

商品及び製品 741 908

原材料 541 560

仕掛品 474 535

繰延税金資産 158 167

その他 139 162

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 11,139 10,418

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,184 2,117

機械装置及び運搬具（純額） 69 58

工具、器具及び備品（純額） 160 168

土地 765 765

リース資産（純額） 137 117

建設仮勘定 21 104

有形固定資産合計 3,337 3,331

無形固定資産

ソフトウエア仮勘定 447 472

その他 146 127

無形固定資産合計 593 599

投資その他の資産

投資有価証券 992 1,183

繰延税金資産 461 400

その他 251 252

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 1,698 1,828

固定資産合計 5,630 5,759

資産合計 16,769 16,178
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※２ 1,057 813

短期借入金 557 481

リース債務 79 77

未払金 609 545

未払法人税等 267 167

未払消費税等 35 16

賞与引当金 217 268

役員賞与引当金 24 －

損害補償損失引当金 219 170

その他 368 191

流動負債合計 3,437 2,731

固定負債

長期借入金 93 56

リース債務 114 86

長期預り保証金 238 256

退職給付引当金 2,143 2,173

役員退職慰労引当金 180 194

資産除去債務 67 67

固定負債合計 2,837 2,835

負債合計 6,275 5,566

純資産の部

株主資本

資本金 1,842 1,842

資本剰余金 1,297 1,297

利益剰余金 6,936 6,930

自己株式 △11 △11

株主資本合計 10,065 10,058

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 429 552

その他の包括利益累計額合計 429 552

純資産合計 10,494 10,611

負債純資産合計 16,769 16,178
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 6,246 6,149

売上原価 3,694 3,764

売上総利益 2,552 2,385

販売費及び一般管理費

給料及び手当 978 964

賞与引当金繰入額 161 132

退職給付費用 77 78

役員退職慰労引当金繰入額 21 19

減価償却費 29 30

研究開発費 277 235

その他 551 576

販売費及び一般管理費合計 2,097 2,036

営業利益 454 349

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 29 7

受取負担金 － 24

持分法による投資利益 2 3

保険解約返戻金 2 －

その他 25 19

営業外収益合計 61 56

営業外費用

支払利息 10 7

債権売却損 3 3

為替差損 － 7

その他 0 0

営業外費用合計 13 18

経常利益 502 386

特別損失

固定資産除却損 0 0

その他 － 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 502 386

法人税等 237 194

少数株主損益調整前四半期純利益 265 192

四半期純利益 265 192
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 265 192

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △86 123

その他の包括利益合計 △86 123

四半期包括利益 178 315

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 178 315

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 502 386

減価償却費 181 183

退職給付引当金の増減額（△は減少） △152 29

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 14

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △1

受取利息及び受取配当金 △30 △8

支払利息 10 7

持分法による投資損益（△は益） △2 △3

有形固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 1,317 1,052

たな卸資産の増減額（△は増加） △292 △247

仕入債務の増減額（△は減少） △101 △244

その他の資産の増減額（△は増加） △28 △27

その他の負債の増減額（△は減少） 7 △181

割引手形の増減額（△は減少） △12 8

小計 1,394 967

利息及び配当金の受取額 31 8

利息の支払額 △10 △7

損害賠償金の支払額 △13 △48

法人税等の支払額 △230 △301

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,169 619

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △380

定期預金の払戻による収入 － 380

有形固定資産の取得による支出 △178 △143

無形固定資産の取得による支出 △153 △60

その他 △19 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △351 △206

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 480 270

短期借入金の返済による支出 △486 △281

長期借入金の返済による支出 △105 △101

自己株式の売却による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △177 △198

リース債務の返済による支出 △41 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー △330 △353

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 487 58

現金及び現金同等物の期首残高 2,456 2,657

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

11 －

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 2,956 ※１ 2,716
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成25年４月１日

　至　平成25年９月30日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適
用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　受取手形割引高

　

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

受取手形割引高 50百万円 58百万円

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。

　　　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結

会計年度末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

受取手形 188百万円 －百万円

支払手形 88百万円 －百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 3,617百万円 3,757百万円

投資その他の資産の「その他」に計上されている長
期性預金

530百万円 150百万円

　　　計 4,147百万円 3,907百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,191百万円 △1,191百万円

現金及び現金同等物 2,956百万円 2,716百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年6月28日
定時株主総会

普通株式 178 9 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年6月27日
定時株主総会

普通株式 198 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

合計

計測機器事業 不動産賃貸事業 計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,098 148 6,246 6,246

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 6,098 148 6,246 6,246

セグメント利益 686 112 798 798

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 798

全社費用(注) △344

四半期連結損益計算書の営業利益 454

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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　当第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

合計

計測機器事業 不動産賃貸事業 計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,075 74 6,149 6,149

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 6,075 74 6,149 6,149

セグメント利益 672 33 705 705

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 705

全社費用(注) △356

四半期連結損益計算書の営業利益 349

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 13円39銭 9円68銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 265 192

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 265 192

普通株式の期中平均株式数(株) 19,833,536 19,833,279

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

お　　　りません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   佐　藤　明　典   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   桒　野　正　成   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月12日

東亜ディーケーケー株式会社

取締役会  御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

亜ディーケーケー株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結
会計期間(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日か
ら平成25年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜ディーケーケー株式会社及び連結子会
社の平成25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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